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作成日：2006 年 7 月 1 日 

改訂日：2016 年 5 月 2 日 

安全データシート（ＳＤＳ） 

 

1. 化学品及び会社情報 

製品名 ブチルテープ 

 

会社名 日新工業株式会社 

住所 〒120-0025 東京都足立区千住東 2 丁目 23 番 4 号 

担当部門 技術部 

電話番号 048-755-6188 FAX 番号 048-755-6177 

緊急連絡先 03-3882-2613 営業総務課 

奨励用途及び使用上の制限  工業用（建築用防水材 等） 

整理番号 KR-M084 

2. 危険有害性の要約 

ＧＨＳ分類 

引火性液体 区分外 呼吸器感作性 区分外 

急性毒性 経口 区分外 生殖細胞変異原性 区分外 

急性毒性 経皮 区分外 発がん性 区分外 

急性毒性 吸入（ガス） 区分外 生殖毒性 区分外 

急性毒性 吸入（蒸気） 区分外 標的臓器／全身毒性(単回暴露) 区分外 

急性毒性 吸入（粉じん、ミスト） 区分外 標的臓器／全身毒性(反復暴露) 区分外 

皮膚腐食性/刺激性 区分外 吸引性呼吸器有害性 区分外 

眼損傷/刺激性 区分外 水生環境有害性(急性) 区分外 

皮膚感作性 区分外 水生環境有害性(長期間) 区分外 

  ※ 記載のないものは分類対象外または分類できない。 

 

ＧＨＳラベル要素：なし 

 注意喚起語：なし 

危険有害性情報：なし 

注意書き：なし 

最重要危険有害性   ：該当なし。 

特定の危険有害性   ：火気があれば燃焼する。 

 

3. 組成及び成分情報 

  単一製品・混合物の区別 混合物 

  化学名   ブチルゴム 
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  一般名   ブチルゴムテープ 

成分 
官報公示整理番号 

（化審法・安衛法） 
CAS No. 

基材：ｽﾌ織物 － － 

粘着剤：ﾌﾞﾁﾙｺﾞﾑ (6)-1100 9010-85-9 

剥離ﾗｲﾅｰ:ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝﾗﾐﾚｰﾄｸﾗﾌﾄ紙 (6)-1 9002-88-4 

 

4. 応急措置 

  目に入った場合  ：清浄な水で数分間刺激がなくなるまで洗眼して下さい。 

皮膚に付着した場合：触れた箇所をよく水と石鹸を使用して十分に水洗する。 

必要であれば医師と相談する 

吸入した場合   ：固形物につき該当なし 

飲み込んだ場合  ：多量の水又は牛乳を飲ませて吐き出させ、直ちに医師の診断を受ける。 

5. 火災時の措置 

  消火剤 ：水、泡、粉末、炭酸ガス、乾燥砂等。 

消化方法：火元への燃焼原を絶ち、保護具を着用して風上から消化する。燃焼ガスは、不完全燃焼

により、一酸化炭素を発生する可能性があるため、防毒マスク等を使用してください。 

6. 漏出時の措置 

この項には該当しない。 

7. 取扱い及び保管上の注意 

  取扱い：特に指定なし。 

  保管 ：3000 ㎏以上の保管は消防法の指定可燃物に該当します。 

8. ばく露防止及び保護措置 

管理濃度及び許容濃度：設定なし。 

設備対策：特に必要なし。 

保護具 ：特に必要なし  

9. 物理的及び化学的性質 

物理的状態 

形状：  ：ロール状(粘着層：黒色 剥離ライナー：褐色) 

臭い     ：ゴム臭 

比重(20℃) ：1.3 

溶解度   ：水に不溶(粘着剤は溶剤に可溶) 

10. 安定性及び反応性 

安定性・反応性：通常の取扱い条件においては安定である。 

11. 有害性情報 

長時間の皮膚接触及び連続使用による皮膚接触は体質によりかぶれを起こすことがある。 

12. 環境影響情報 

知見なし。 
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13. 廃棄上の注意 

「廃棄物処理及び清掃に関する法律」に従って焼却又は埋め立てが可能です。 

各地方自治体の規則がある場合には注意してください。 

14. 輸送上の注意 

  特になし。 

15. 適用法令 

消防法：指定可燃物（3000 ㎏以上の貯蔵の場合は指定可燃物に該当） 

その他：「廃棄物処理及び清掃に関する法律」 

16. その他の情報 

  このデータシートは、製品に関する情報提供を目的としたものであって、その記載内容に関し、弊社が売主その他の

立場で保証責任を負うものではありません。 

(1) このデータシートは、作成日又は改訂日までに弊社が入手した情報に基づいて作成しておりますが、記載

内容は新しい知見又は法規制の変更等により改訂されることがあります。 

(2) このデータシートは通常想定される保管方法および取扱い方法の範囲における情報提供です。したがって、

特殊な保管又は取扱いを行う場合は、その保管又は取り扱いに適した安全対策を実施の上ご利用下さい。 

(3) 本製品の貴社の用途に対する法規制、適合性及び安全性については、弊社では確認しておりませんので、

調査又は試験により確認の上ご使用下さい。 

(4) 貴社において本製品を輸出される場合には、外国為替及び外国貿易法等輸出関連法規を遵守の上、輸出し

てください。 


